
 

平成２５年４月１３日（土） 淡路島付近を震源とする地震（震度４）  警戒配備体制 

 
 

決算書掲載頁　213

災害が発生、又は、発生する恐れのある場合に、市職員等が①情報収集 ②緊急対応 ③災害復旧 の業務にあたり、災
害被害を最小限に抑える。
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河内長野市民

職員の定期的な訓練・研修により災害対応力の強化を図る。
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台風等による風水害が予想される場合に、①市職員等による事前配備体制②災害規模に応じて非常配備体制もしくは
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細事業：災害時応急対策事業                                

１．災害対応 

地震の発生や大雨、洪水等の警報発表に応じて職員が参集し、市民からの被害情報に対応するなど、災害に備え

た。 

 

警戒配備体制 １回参集 

平成２５年 ４月１３日（土） 淡路島付近を震源とする地震（震度４） 

 

事前配備体制 １回参集 

平成２５年 ９月１５日（日）、９月１６日（月・祝） 台風１８号（大雨、洪水、暴風警報発令） 

  １７地区に、避難準備情報を発令 

  対象世帯  ２，５０３世帯 

  対象人数  ６，１９７人 

    

 

  

  


